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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第３四半期連結
累計期間

第77期
第３四半期連結
累計期間

第76期
第３四半期連結
会計期間

第77期
第３四半期連結
会計期間

第76期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 13,705 18,771 5,203 6,521 19,592

経常利益又は経常損失(△)

（百万円）
△1,252 1,233 66 619 △770

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
△1,668 1,133 △125 474 △1,142

純資産額（百万円） － － 9,918 11,170 10,368

総資産額（百万円） － － 21,349 24,984 22,158

１株当たり純資産額（円） － － 784.29 883.39 819.89

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△131.94 89.67 △9.95 37.56 △90.34

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 46.5 44.7 46.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,237 1,418 － － 1,226

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△879 △215 － － △1,260

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
220 △371 － － 6

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 3,101 3,190 2,501

従業員数（人） － － 1,095 1,162 1,137

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、第77期第３四半期連結累計期間及び第77

期第３四半期連結会計期間は潜在株式が存在していないため、第76期第３四半期連結累計期間、第76期第３

四半期連結会計期間及び第76期については、1株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在

していないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,162(45)

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記

載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマーが含まれております。　

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 812 (45)

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。

２．臨時従業員には、パートタイマーが含まれております。　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

半導体事業 2,282 －

電源機器事業 4,130 －

合計 6,413 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同四半期比
（％）　

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）　

半導体事業 2,526 － 4,080 －

電源機器事業 4,148 － 8,538 －

合計 6,674 － 12,619 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
    至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

半導体事業 2,488 －

電源機器事業 4,033 －

合計 6,521 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

    　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く経済環境は、円高の進行をはじめ、米国、欧州を中心

に景気の下振れリスクが強まる等、先行きの不透明感が期間を通して持続いたしました。このような中、当社グルー

プは平成23年３月期から始まった中期経営計画の初年度である当期を「持続可能な成長への基礎作り」と位置づ

け、収益性を重視したスリムな経営体質への転換を取り組み課題として推進してまいりました。

当第３四半期会計期間における連結業績は、前期後半から回復基調が鮮明となった受注を背景に、売上高は65億

２千１百万円（前年同四半期比25.3%増加）となりました。

損益面では、前期から実施している固定費を中心としたコスト削減や不採算事業の整理等、事業構造改革の効果に

より、前年同期と比較し大幅に改善いたしました。その結果、営業利益は６億６千万円(前年同四半期比751.5%増

加)、四半期純利益は４億７千４百万円（前年同四半期は四半期純損失１億２千５百万円）となりました

 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

（a）半導体事業

当事業においては、中国を中心としたアジア市場からの受注が好調で、建機・工作機械・溶接機向け等の産業

用パワーモジュールをはじめ一般モジュールの受注も堅調に推移いたしました。これらの結果、売上高は24億８

千８百万円、セグメント利益は１億７千万円となりました。

（b）電源機器事業

当事業においては、デジタルシネマ用電源の受注が引き続き堅調に推移したことに加えて、金属表面処理用電

源、アーク溶接機の受注も前年対比急速に回復いたしました。

こうした受注状況に対応すべく、中国における生産体制の整備・拡充に取り組んでまいりました結果、生産高

・収益の両面から当事業の業績に寄与いたしました。

これらの結果、売上高は40億３千３百万円、セグメント利益は７億７千５百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期　純利

益６億１千８百万円、仕入債務の増加14億５千８百万円などが増加要因として寄与し、売上債権の増加７億２千万

円、たな卸資産の増加３億５千６百万円などの減少要因があり、結果として、31億９千万円となりました。

 

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動において11億６千４百万円(前年同四半期は９億３千２百万円の流入)の資金の流入となりました。こ

れは主に税金等調整前四半期純利益６億１千８百万円、売上債権の増加７億２千万円、仕入債務の増加14億５千

８百万円などがあったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動において４千４百万円(前年同四半期は１億３千５百万円の流出)の資金の流出となりました。これは

主に有形固定資産の取得による支出４千９百万円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動において２億６千４百万円(前年同四半期は１億７千５百万円の流入)の資金の流出となりました。こ

れは主に短期借入金の純増減額１億９千９百万円の資金流出があったことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間中に、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更は

ありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億２千５百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発活動の状況に重要な

変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 42,600,000

計 42,600,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,650,000 12,650,000
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 12,650,000 12,650,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　  該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

－ 12,650,000 － 2,264 － 2,188

（６）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記　　

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】　

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有)

普通株式　　  4,000
－

単元株式数

1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,639,000 12,639 同上

単元未満株式 普通株式      7,000 － －

発行済株式総数 12,650,000 － －

総株主の議決権 － 12,639 －

　

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三社電機

製作所

大阪市東淀川区西

淡路三丁目１番56

号

4,000 － 4,000 0.03

計 － 4,000 － 4,000 0.03

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高（円） 589 560 591 550 541 430 410 520 549

最低（円） 412 490 495 470 404 395 337 386 485

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（退任役員）

役名 職名 氏名 退任年月日
監査役  浦　正喜 平成22年12月21日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社三社電機製作所(E01821)

四半期報告書

 9/27



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,190 2,501

受取手形及び売掛金 ※4
 8,030 6,850

商品及び製品 1,491 1,252

仕掛品 1,144 1,304

原材料及び貯蔵品 2,305 1,445

繰延税金資産 444 485

その他 1,060 428

貸倒引当金 △9 △8

流動資産合計 17,658 14,259

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,989

※1
 2,120

土地 2,785 2,785

その他（純額） ※1
 830

※1
 1,092

有形固定資産合計 5,605 5,998

無形固定資産

その他 882 931

無形固定資産合計 882 931

投資その他の資産

投資有価証券 224 296

繰延税金資産 522 577

その他 99 103

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 837 968

固定資産合計 7,326 7,898

資産合計 24,984 22,158

EDINET提出書類

株式会社三社電機製作所(E01821)

四半期報告書

10/27



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 7,069 4,788

短期借入金 2,762 3,315

1年内返済予定の長期借入金 300 －

未払費用 914 837

未払法人税等 129 86

その他 ※4
 999 923

流動負債合計 12,174 9,952

固定負債

長期借入金 900 900

退職給付引当金 175 386

未払役員退職慰労金 476 476

その他 86 73

固定負債合計 1,639 1,837

負債合計 13,813 11,789

純資産の部

株主資本

資本金 2,264 2,264

資本剰余金 2,188 2,188

利益剰余金 7,087 6,089

自己株式 △3 △2

株主資本合計 11,537 10,540

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 0 29

為替換算調整勘定 △367 △201

評価・換算差額等合計 △367 △171

純資産合計 11,170 10,368

負債純資産合計 24,984 22,158
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 13,705 18,771

売上原価 12,393 14,844

売上総利益 1,311 3,927

販売費及び一般管理費 ※1
 2,607

※1
 2,605

営業利益又は営業損失（△） △1,295 1,321

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 3 38

受取賃貸料 18 16

為替差益 31 －

デリバティブ評価益 － 45

その他 44 32

営業外収益合計 99 135

営業外費用

支払利息 42 40

支払手数料 8 10

為替差損 － 171

その他 6 0

営業外費用合計 56 222

経常利益又は経常損失（△） △1,252 1,233

特別利益

退職給付制度終了益 － 211

その他 1 0

特別利益合計 1 211

特別損失

固定資産廃棄損 16 1

固定資産売却損 － 0

投資有価証券評価損 － 20

関係会社整理損 84 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23

その他 － 0

特別損失合計 100 45

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,352 1,399

法人税、住民税及び事業税 43 153

法人税等調整額 273 111

法人税等合計 316 265

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,133

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,668 1,133
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 5,203 6,521

売上原価 4,311 5,012

売上総利益 891 1,508

販売費及び一般管理費 ※1
 813

※1
 848

営業利益 77 660

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 0 －

受取賃貸料 5 5

デリバティブ評価益 △22 △8

為替差益 14 －

その他 3 6

営業外収益合計 3 3

営業外費用

支払利息 14 12

支払手数料 1 4

為替差損 － 27

その他 △1 0

営業外費用合計 14 44

経常利益 66 619

特別利益

特別利益合計 △5 －

特別損失

固定資産廃棄損 11 0

関係会社整理損 4 －

その他 － 0

特別損失合計 15 0

税金等調整前四半期純利益 44 618

法人税、住民税及び事業税 23 89

法人税等調整額 147 54

法人税等合計 170 143

少数株主損益調整前四半期純利益 － 474

四半期純利益又は四半期純損失（△） △125 474
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,352 1,399

減価償却費 652 684

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 1

未払役員退職慰労金の増減額（△は減少） △24 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 142 △211

受取利息及び受取配当金 △5 △41

支払利息 42 40

関係会社整理損 84 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23

投資有価証券評価損益（△は益） － 20

有形固定資産売却損益（△は益） △1 0

固定資産廃棄損 16 1

売上債権の増減額（△は増加） 1,657 △1,323

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,469 △1,009

仕入債務の増減額（△は減少） △802 2,455

その他 △533 △502

小計 1,346 1,537

利息及び配当金の受取額 7 41

利息の支払額 △42 △39

法人税等の支払額 △73 △133

法人税等の還付額 － 12

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,237 1,418

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △394 △157

有形固定資産の売却による収入 1 0

無形固定資産の取得による支出 △479 △83

その他 △7 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △879 △215

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 332 △539

長期借入れによる収入 － 300

リース債務の返済による支出 △48 △4

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △63 △126

財務活動によるキャッシュ・フロー 220 △371

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18 △142

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 560 689

現金及び現金同等物の期首残高 2,542 2,501

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,101

※1
 3,190
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　

　
当第３四半期連結累計期間
  （自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日）

１．会計処理基準に関する

事項の変更

　　資産除去債務に関する会計基準の適用　　

    　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

    　これにより、税金等調整前四半期純利益は、23百万円減少しております。また、当会計

基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は23百万円であります。　

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（退職給付引当金）

　当社及び国内連結子会社は、平成22年４月から適格退職年金制度を確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。

　本移行に伴う影響額は、特別利益として211百万円計上しております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、12,726百万円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、12,247百万円で

あります。

　２．債権流動化による受取手形譲渡額（譲渡額面1,005百

万円）のうち留保された金額は次のとおりでありま

す。

 216百万円

　２．債権流動化による受取手形譲渡額（譲渡額面460百万

円）のうち留保された金額は次のとおりでありま

す。

 89百万円

　３．保証債務

従業員の金融機関等からの借入に対し債務保証を

行っております。

 21百万円

　３．保証債務

従業員の金融機関等からの借入に対し債務保証を

行っております。

 24百万円

※４．四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の第３四半期連結会計期間

末日満期手形等が第３四半期連結会計期間末残高に

含まれております。　

受取手形 2百万円

買掛金(一括支払信託債務) 1,064百万円

未払金(一括支払信託債務) 56百万円

　４．　　　　　　　　　　──────

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

給与手当 928百万円

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

給与手当 920百万円

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

給与手当 296百万円

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

給与手当 305百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．平成21年12月31日現在で、現金及び現金同等物の四

半期末残高は四半期連結貸借対照表の現金及び預金

勘定と一致しております。

※１．平成22年12月31日現在で、現金及び現金同等物の四

半期末残高は四半期連結貸借対照表の現金及び預金

勘定と一致しております。
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  12,650千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  4千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 63 5  平成22年３月31日 平成22年６月28日利益剰余金

平成22年11月９日

取締役会　
普通株式 63　 5　  平成22年９月30日 平成22年12月10日利益剰余金　

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

        （単位：百万円）
  半導体事業  電源機器事業  計  消去又は全社  連結

売上高                          

(1)外部顧客に対する売上高 1,854 3,348 5,203 －  5,203

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
 －  －  －  －  －

計  1,854 3,348 5,203 －  5,203

営業利益  17 59 77 －  77

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

        （単位：百万円）
  半導体事業  電源機器事業  計  消去又は全社  連結

売上高                          

(1)外部顧客に対する売上高 4,876 8,829 13,705 －  13,705

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
 －  －  －  －  －

計  4,876 8,829 13,705 －  13,705

営業損失(△)  △732 △563 △1,295 －  △1,295

　（注）１．事業区分の方法

　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

半導体事業

パワーＩＧＢＴモジュール、パワーＭＯＳＦＥＴモジュール、ＩＰＭ（インテリジェン

ト・パワー・モジュール）、パワートランジスタ、ダイオード、サイリスタ、トライアッ

ク

電源機器事業

直流電源、金属表面処理用電源、交流無停電電源装置、電動機制御用電源、電気炉用電

源、調光装置、光源機器用電源、洗浄装置、アーク溶接機器、歯科用機器、スイッチングパ

ワーサプライ
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

          （単位：百万円）
  日本  北米地域  アジア地域  計  消去又は全社 連結

売上高                               

(1)外部顧客に対する売上高 3,899 496 807 5,203 －  5,203

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
 808 6  42 858 (858) －

計  4,708 503 849 6,061 (858) 5,203

営業利益又は営業損失（△）  △3  21 41 59 (△18) 77

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

          （単位：百万円）
  日本  北米地域  アジア地域  計  消去又は全社 連結

売上高                               

(1)外部顧客に対する売上高 9,895 1,681 2,128 13,705 －  13,705

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
 2,225 20 130 2,376 (2,376) －

計  12,121 1,701 2,258 16,081 (2,376) 13,705

営業利益又は営業損失（△）  △1,480 86 △29 △1,423 (△127) △1,295

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米地域　　………　米国

(2）アジア地域　………　中国（香港）（上海）、シンガポール
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

  北米地域 アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 410 1,060 45 1,515

Ⅱ 連結売上高（百万円）             5,203

Ⅲ
連結売上高に占める海外売上

高の割合(％)
7.9 20.4 0.9 29.1

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

  北米地域 アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,557 2,709 126 4,393

Ⅱ 連結売上高（百万円）             13,705

Ⅲ
連結売上高に占める海外売上

高の割合(％)
11.4 19.8 0.9 32.1

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米地域　　　………　米国、カナダ

(2）アジア地域　　………　中国、韓国、シンガポール他

(3）その他の地域　………　ドイツ他

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域への売上高（但し、連結会社間の内部売上高を除

く）であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品やサービスの特性から、「半導体事業」及び「電源機器事業」の２つを報告セグメントとし

ております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

（単位：百万円）

　

　

 

報告セグメント　　　 　
調整額
（注）１　

　
四半期連結損益
計算書計上額
（注）２　

半導体事業 電源機器事業  計

売上高  　    

外部顧客への売上高 7,085 11,685 18,771 － 18,771
セグメント間の内部売上
高又は振替高

0 － 0 (0) －

計 7,086 11,685 18,771 (0) 18,771

セグメント利益 560 1,662 2,223 (902) 1,321

　

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）

（単位：百万円）

　

　

 

報告セグメント　 　
調整額
（注）１　

　
四半期連結損益
計算書計上額
（注）２　

半導体事業 電源機器事業  計

売上高  　    

外部顧客への売上高 2,488 4,033 6,521 － 6,521
セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － －

計 2,488 4,033 6,521 － 6,521

セグメント利益 170 775 946 (285) 660

（注）１．調整額は、報告セグメントに帰属しない本社部門の費用であります。   

　    ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　　　３．各セグメントに属する主要な製品

セグメント 主要製品

半導体事業
ＩＰＭ（インテリジェント・パワー・モジュール）、パワートランジスタ、ダイオー

ド、サイリスタ、トライアック

電源機器事業

直流電源、金属表面処理用電源、交流無停電電源装置、電動機制御用電源、電気炉用電

源、調光装置、光源機器用電源、洗浄装置、アーク溶接機器、歯科用機器、スイッチングパ

ワーサプライ

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

（金融商品関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）　

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）　

　対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

前連結会計年度の末日に比べて変動が認められます。
対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引 1,667 1,638 28

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　

（資産除去債務関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。　

　

（賃貸等不動産関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 883.39円 １株当たり純資産額 819.89円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △131.94円

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 89.67円

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △1,668 1,133

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益または四半期純損失

（△）（百万円）
△1,668 1,133

期中平均株式数（千株） 12,646 12,645

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △9.95円

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 37.56円

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △125 474

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益または四半期純損失

（△）（百万円）
△125 474

期中平均株式数（千株） 12,646 12,645

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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２【その他】

平成22年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………63百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月10日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

株式会社三社電機製作所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 坂井　　俊介　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 和田林　一毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三社電機製

作所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三社電機製作所及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

株式会社三社電機製作所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 坂井　　俊介　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 和田林　一毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三社電機製

作所の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平

成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三社電機製作所及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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